
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 我が国の製造業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  製造業の事業所数、従業者数、出荷額、付加価値額の推移   

 

－ 事業所数は平成１７年に比べ▲１２ .２％、 

従業者数は同▲１ .６％の減少  － 

 

平成２０年の製造業の全事業所数は４４万事業所となっており、前回の全数調

査年の平成１７年に比べ▲１２.２％の減少となっています。 

また、従業者数は８７３万人となっており、同▲１ .６％の減少となっています。  

なお、出荷額は３３８兆円、付加価値額は１０３兆円となっています。 

 

 

事業所数、従業者数の前回比の推移  

（全事業所）  

 

事業所数、従業者数の推移  

（全事業所）  

 
（ 注 １ ） 前 回比 に つ い て は 、 事 業 所 の補 そ く や 日 本 標 準 産 業分 類 の 改 定 を 行 っ た 年 につ い て は 時

系列を考慮して計算しています。  

（注２）平成２０年の出荷額と付加価値額は、調査項目を変更したことにより平成１７年の数値  

とは単純に比較できないため前回比の記載はありません。  
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平成 ２年 ５年 ７年 １０年 １２年 １５年 １７年 ２０年

事業所数

従業者数

（％）

項　目

年　次 （千人） （十億円） （十億円）

平成　２年 728,853 ▲ 2.2 11,788 2.0 327,093 17.7 121,243 15.7

　　　５年 696,090 ▲ 4.5 11,477 ▲ 2.6 314,787 ▲ 3.8 117,130 ▲ 3.4

　　　７年 654,436 ▲ 6.0 10,880 ▲ 5.2 309,437 ▲ 1.7 119,269 1.8

１０年 643,468 ▲ 9.2 10,399 ▲ 7.7 309,306 ▲ 1.9 115,280 ▲ 5.5

１２年 589,713 ▲ 8.4 9,700 ▲ 6.7 303,582 ▲ 1.9 112,112 ▲ 2.7

　  １５年 504,530 ▲ 13.9 8,658 ▲ 9.7 276,230 ▲ 7.5 100,114 ▲ 8.3

　  １７年 468,840 ▲ 7.1 8,549 ▲ 1.2 297,671 7.8 105,307 5.2

２０年 442,562 ▲ 12.2 8,726 ▲ 1.6 337,864        - 102,547        -

事 業 所 数 従 業 者 数 出荷額 付加価値額

前回比
（％）

前回比
（％）

前回比
（％）

前回比
（％）

（注１） （注１）（注１） （注１）

（注１） （注１） （注１） （注１）

（注１） （注１） （注２） （注２）



 

  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

 

 

 

 

【都道府県名】  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

都道府県別事業所数（平成20年）
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都道府県別事業所数の対平成17年比
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  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

～都道府県別の事業所数～ 

 

－ 事業所数は４６都道府県で減少  － 

 

平成２０年の事業所数は４４万２５６２事業所となりました。これを都道府県別に

みると、９ .３％を大阪府（４万１０５９事業所）、９ .１％を東京都（４万１３７事業所）

が占めています。次いで愛知県、埼玉県、静岡県の順に多く、これら上位５都府

県で全国の３７ .０％を占めています。 

平成１７年と比べると、宮崎県（平成１７年比１ .３％増）のほかの４６都道府県で

は減少しています。減少率が大きいのは和歌山県（同▲１１ .１％減）、東京都（同

▲１０.２％減）などです。 

 

平成２０年の都道府県別事業所数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年の都道府県別事業所数の対平成１７年比  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(注 )都道府県別事業所数の対平成１７年比は、平成１７年と平成２０年のデータを単純比

較しています。  



 

都道府県別従業者数（平成20年）
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  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

～都道府県別の従業者数～ 

 

－ 従業者数は滋賀県、山口県などが増加、東京都などが減少  － 

 

平成２０年の従業者数は８７２万６千人となりました。これを都道府県別にみると、

１０.２％を愛知県（８８万７千人）が、６.４％を大阪府（５６万１千人）が占めています。

次いで静岡県、埼玉県、神奈川県の順に多く、これら上位５府県で全国の３２ .１％

を占めています。 

平成１７年と比べると、３３県が増加、１４都道府県が減少となっています。増加

率の大きいのは滋賀県（１７年比９ .２％増）、山口県（同７ .６％増）、三重県（同７．

２％増）などとなっています。減少率が大きいのは東京都（同▲５ .９％減）、鳥取県

（同▲５ .７％減）などとなっています。 

 

平成２０年の都道府県別従業者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年の都道府県別従業者数の対平成１７年比  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(注 )都道府県別従業者数の対平成１７年比は、平成１７年と平成２０年のデータを単純比

較しています。  



 

 

 

都道府県別1事業所当り従業者数の対平成17年比
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  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

～都道府県別の１事業所当り従業者数～ 

 

－ １事業所当り従業者数が多い県は、山口、滋賀の順  － 

 

平成２０年の１事業所当り従業者数は１９ .７人となっています。これを都道府県

別にみると、山口県（３１ .７人）、滋賀県（３１ .０人）、三重県（２９ .４人）の順になっ

ています。 

平成１７年と比べると８ .１％の増加となっており、秋田県（平成１７年比▲０ .３％

減）のほかの４６都道府県では増加しています。増加率の大きいのは三重県

（１７年比１５ .２％増）、石川県（同１３ .７％増）、滋賀県（同１３ .２％増）などとなって

います。 

 

平成２０年の都道府県別１事業所当り従業者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年の都道府県別１事業所当り従業者数の対平成１７年比  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

都道府県別出荷額（平成20年）
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  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

～都道府県別の出荷額～ 

 

－ 出荷額は上位６府県で全体の４割を占める － 

 

平成２０年の出荷額は３３７兆８６４０億円となりました。これを都道府県別にみ

ると、１３ .８％を愛知県（４６兆６１８６億円）、５ .８％を神奈川県（１９兆６０３１億円）、

５ .７％を静岡県、５ .４％を大阪府、４ .９％を兵庫県、４ .６％を千葉県が占めていま

す。これら上位６府県で全体の４割を占めています。次いで、埼玉県、茨城県、三

重県、東京都の順に多くなっています。 

 

 

平成２０年の都道府県別出荷額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

都道府県別1事業所当り出荷額（平成20年）
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  日本地図で見る都道府県別の事業所数、従業者数、出荷額の現状   

～都道府県別の１事業所当り出荷額～ 

 

－ １事業所当り出荷額の多い県は、山口、三重、大分の順  － 

 

平成２０年の１事業所当り出荷額は７ .８億円となりました。これを都道府県別に

みると、山口県（２１ .５億円）、三重県（１６ .１億円）、大分県（１５ .９億円）、千葉県

（１５.５億円）、滋賀県（１４ .０億円）の順になっています。 

 

   

 

平成２０年の都道府県別１事業所当り出荷額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



 

  製造業の企業数、規模別構成比の推移    

～製造業の企業数の推移～ 

 

－ 企業数は大きく減少  － 

 

平成１０年から平成２０年まで５年毎に企業数をみると、平成１０年の３４万

３０１８企業から平成２０年には２３万７９７４企業と減少傾向で推移しています。内

訳をみると、会社は平成１０年の２６万８１８２企業から平成２０年は１９万９９６２企

業へ、個人企業は平成１０年の７万２０４６企業から平成２０年は３万５９６２企業

と半減となっています。 

また、組合・その他の法人は平成１０年の２７９０企業から平成２０年は２０５０企

業と減少となっています。  

 

 

企業数の推移  

 

 

 

（ 注 ） 企 業 に 関 す る 統 計 は 、 事 業 所 単 位 で あ る 工 業 調 査 の 結 果 を 、 従 業 者 ４ 人 以 上 の 各 製 造 事 業 所 に 属 す る 企

業単 位に 組 み替 え て集 計し た もの です 。  
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 製造業の企業数、規模別構成比の推移    

    ～規模別構成比の推移～ 

 

－ 大企業の出荷額の割合が６０％近くに漸増  － 

 

平成１０年から平成２０年まで５年毎に大企業、中小企業別に企業数、従業者

数、出荷額をみると、いずれの年も企業数で９９％以上、従業者数も７０％近くを中

小企業が占めており、その割合の変化はほとんどありません。 

一方、出荷額は大企業の割合が増加しており、平成１０年では約５５％だったも

のが、平成２０年では約６０％になっています。  

 

大企業、中小企業別構成比  

 
 
（注）企業規模については、以下のとおり。  

大企業・・・・「会社組織」は、資本金３億円超、かつ、従業者３００人超、  
           「組合・その他」、「個人」は従業者３００人超の企業。  
    中小企業・・・「会社組織」は、資本金３億円以下、又は、従業者３００人以下、  
           「組合・その他」、「個人」は従業者３００人以下の企業。  
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  製造業の雇用形態の推移   

 

－ 正社員・正職員は拡大、パート・アルバイト等と 

                 出向・派遣受入者は縮小－ 

 

従業者数の内訳を平成１３年※から１年毎に構成比でみると、正社員・正職

員は平成１３年の７８ .３％が最も大きくなっています。その後は縮小傾向にあり

ますが、平成２０年は７２ .８％と、前年に比べ０ .９ポイント拡大しています。 

パート・アルバイト等をみると、平成１６年と平成１７年の１８ .９％が最も大き

くなっています。その後縮小し、平成２０年も１８ .５％と、前年に比べ０ .１ポイン

ト縮小しています。 

出向・派遣受入者は、平成１３年から拡大し平成１９年の９ .０％が最も大き

くなっています。平成２０年は８ .０％と、前年に比べ１ .０ポイント縮小していま

す。 

 
※ 工 業 統 計 調査 で は 、 平 成 １ ３ 年 か ら従 業 者 ４ 人 以 上 の 事 業 所に つ い て そ の 従 業 者 数 を「 個 人

事 業主 」、「 正 社 員 ・ 正 職 員 」、「 パ ー ト ・ア ル バ イ ト 等 」、「 出 向 ・派 遣 受 入 者 」に 分 け て そ の

内訳調査を開始しました。  

 

 
従業者数の雇用形態別構成比の推移  

（従業者４人以上の事業所）  
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  事業所の開廃状況   

 

－ 平成１９年からの継続事業所数は９２.９％ － 

 

平成２０年の従業者数１０人以上の事業所（１３万６０９７事業所）を平成１９年

（１４万９７３事業所）と比べてみると、継続している事業所は１２万６４６４事業所

（９２ .９％）、開業等の事業所は１１５２事業所（０ .８％）、廃業等の事業所は

４０６５事業所（２ .９％）となっています。 

産業別に開業等の割合が高いものをみると、非鉄金属（開業等の割合１ .６％）、

電子部品・デバイス（同１ .３％）、情報通信機械、業務用機械（ともに同１ .２％）、木

材・木製品、鉄鋼業、輸送用機械（いずれも同１ .１％）の順となっています。 

また、廃業等の割合の高いものをみると、情報通信機械（廃業等の割合４ .７％）、

電子部品・デバイス（同４ .４％）、家具・装備品（同４ .２％）、繊維工業、木材・木製

品（ともに同４ .１％）の順となっています。 

 

開業、廃業、継続事業所等の状況  

（従業者１０人以上の事業所）  

 

産業中分類別、従業者規模別の開業等、廃業等の割合  

（従業者１０人以上の事業所）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0 0.8 0.6 1.1 
0.7 0.7 

0.6 
0.9 

0.3 1.0 0.4 
1.0 0.6 

1.1 
1.6 

0.8 
0.6 

0.9 1.2 
1.3 

0.8 

1.2 1.1 
0.6 

2.9

2.0

4.1 4.1 4.2

2.4

3.4

2.3

1.3

3.0
2.8

3.4 3.2

1.8 1.9

2.3

2.2
2.0

3.1

4.4

3.5

4.7

2.2

3.0

7

6

5

4

3

2

1

0

1

2

3

食
料

飲
料

繊
維

木
材

家
具

紙
パ

印
刷

化
学

石
油

プ
ラ

ゴ
ム

皮
革

窯
業

鉄
鋼

非
鉄

金
属

は
用

生
産

業
務

電
子

電
気

情
報

輸
送

そ
他

(%)
開業等の割合

廃業等の割合

製造業平均 0.8％

製造業平均 2.9％

産業別

事業所数 構成比(%) 事業所数 構成比(%) 事業所数 構成比(%) 事業所数 構成比(%) 事業所数 構成比(%)

 合　　計 141,046 100.0 133,621 100.0 136,917 100.0 140,973 100.0 136,097 100.0

　開業等（転入、転業を含む） 1,621 1.1 1,449 1.1 1,840 1.3 1,335 0.9 1,152 0.8

　継続 130,229 92.3 125,233 93.7 123,326 90.1 124,726 88.5 126,464 92.9

　廃業等（転出、転業を含む） 3,956 2.8 3,524 2.5 3,402 2.5 3,718 2.7 4,065 2.9

（注）平成１６年の数値は、「平成１６年捕捉調査」結果（一部推計を含む）を加えたものです。

平成１6年（注） 平成１7年 平成１8年 平成１9年 平成20年



 

  製造業における工業用水の使用量の現状（時系列）  

 

－ 昭和４０年から５０年に急増した工業用水  － 

 

製造業で重要とされる工業用水※の１日当たりの使用量を昭和４０年から１０年

毎にみていきました。 

昭和４０年の使用量は７０５２万立方メートル／日だったのが、昭和５０年には

１億６６７３万立方メートル／日と２.４倍に急増しています。 

その後、平成７年に１億８９６４万立方メートル／日まで増加しているものの、緩

やかに減少して平成２０年には１億８２７７万立方メートル／日と、平成７年と比べる

と▲３.６％の減少となっています。 

 
※ 工 業 統 計 調査 で は 、 高 度 経 済 成 長 に伴 う 工 業 生 産 の 飛 躍 的な 増 加 に 対 す る 工 業 用 水の 確 保 と い

う 課 題 に 向 け て 、昭 和 ３ ３ 年 か ら 従 業 者３ ０ 人 以 上 の 事 業 所 に つい て 工 業 用 地 及 び 工 業 用水 に

関する調査を開始しました。  

 

 

 

製造業における工業用水の１日当たりの使用量の長期推移  

（従業者３０人以上の事業所）  
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  製造業における工業用水の使用量の現状（水源別）   

 

－ 増加したのは回収水  － 

 

工業用水の１日当たりの使用量を水源別 （注 ）に昭和４０年から１０年毎にみると、

回収水は昭和４０年に１７８３万立方メートル／日だったのが、昭和５０年には

８１４３万立方メートル／日と５倍近く増加しています。その後、平成２０年には１億

１０３６万立方メートル／日となっています。 

 
（注）工業用水を水源別にみたときの用語を以下説明します。  

  「海水」：海水及び河川のうち常時潮の影響を受けている部分から取水した水。  

  「回収水」：事業所内で一度使用した水のうち、循環して使用する水。  

  「井戸水」：浅井戸、深井戸又は湧水から取水した水。  

  「工業用水道」：飲用に適さない工業用水を供給する水道（工業用水道）から取水した水。  

  「上水道」：一般の水道のことで、飲用に適する水を供給する水道（上水道）から取水した水。  

  「その他の淡水」：上 記以外の淡水をいう。例えば、河川、湖沼又は貯水池から取水した水（地  

表水）、河川敷及び旧河川敷内において集水埋きょによって取水した水（伏流水）、農業用水

路から取水した水、他の事業所から供給を受けた水など。  

 

 

水源別にみた工業用水の１日当たりの使用量の長期推移  

（従業者３０人以上の事業所）  
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製造業における工業用水の使用量の現状（産業別）  

 

－ 工業用水を大量に使用する化学工業と鉄鋼業  － 

 

昭和４０年と平成２０年の工業用水の１日当たりの使用量を産業別 （注 ）にみると、

工業用水を多く使用しているのはいずれの年も化学工業と鉄鋼業となっています。 

また、昭和４０年と平成２０年を比べると、輸送機械が７ .２倍と最も大きく伸びて

おり、以下電気機械の５ .９倍、石油・石炭製品の４ .５倍となっています。 

なお、化学工業と鉄鋼業は、工業用水のうち６割を回収水が占めています。 

 

（ 注 ） 各 産 業名 に つ い て は 、 長 期 時 系列 に お け る 産 業 分 類 改訂 の 制 約 に よ り 、 別 途 産業 を 統 合 し

て略称を用いています。詳細は「長期時系列データ等について」を参照のこと。  

 

産業からみた工業用水の１日当たりの使用量とその変化  

（従業者３０人以上の事業所）  

主な産業の回収水の割合  
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用水量合計 回収水の割合 用水量合計 回収水の割合
（万立方メートル/日） （％） （万立方メートル/日） （％）

全産業 7,052 25.3 18,277 60.4
食料・飲料 418 7.5 599 31.5
繊維・衣服 359 4.8 377 47.1
紙パ 1,100 24.2 1,426 46.9
化学 2,187 37.0 6,113 63.6
石油 345 9.2 1,554 47.9
鉄鋼 1,630 24.7 5,536 63.2
非鉄 154 15.8 393 50.9
電気 70 25.6 413 65.7
輸送 125 54.6 898 91.3

昭和４０年 平成20年



 

 

 

 

 

       我が国経済における製造業の位置づけ、主要国との比較  

～国内総生産における製造業生産額、製造業シェアの推移～  

 

－ 国内総生産の約２割を占める製造業  － 

 

平成２０年の国内総生産 （注 ）は５０４兆円、昭和４５年の約７倍となっています。  

国内総生産を経済活動別に構成比でみると、平成２０年の製造業は２０ .４％と、

平成１７年に比べ１.１ポイント、昭和５０年に比べ９ .８ポイント縮小しています。 

一方、サービス業は平成２０年には２２ .５％と、平成１７年に比べ１ .０ポイント、昭

和５０年に比べ１１ .５ポイント拡大し、製造業を上回っています。 

 
（注）国内総生産（ＧＤ Ｐ）とは我が国「国内」 で生み出された商品やサ ービスの付加価値 (売上

高－仕入れ )の総額です。 ここでは、名目の国内総生産になります。  

 

製造業の生産額の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

国内総生産の経済活動別構成比※ １の推移  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「国民経済計算」（内閣府）（昭和５４年以前は平成２年基準、昭和５５年以降は平成１２年基準、名目） 

 

 

※１ 構成 比 は「 産 業」「 政府サービス生産者」「 対 家 計 民 間 非 営 利 サ ー ビ ス 生 産 者」の計 で算 出 した も ので す。 

※２ 「そ の 他の 産 業」 は、 農 業、 鉱業 、 電気･ガ ス･水道 業 、金 融･保険 業 、運 輸･通信 業 など です 。  
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 我が国経  我が国経済における製造業の位置づけ、主要国との比較    

       ～主要国の国内総生産における製造業生産額の推移～  

 

－ 世界第３位の日本  － 

 

主要国の製造業の生産額 （ドルベース）をみると、日本は平成７年の１兆

２１８８億ドルが最も高く、それ以降については、増減はあるもののほぼ横ばいとなっ

ています。 

一方、中国は平成７年から上昇を続け、平成１８年には１兆１４５２億ドルと、日

本の９２６６億ドルを抜き、平成２０年には１兆７９４１億ドルと、世界第一位のアメリ

カの１兆８３０７億ドルに迫る勢いです。   

 

 

主要国の国内総生産における  

製造業の生産額の推移  

 

資料出所：National Accounts Main Aggregates Database  （United Nations Statistics Division） 

※平 成２ ２ 年８ 月 時点  
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 我が    我が国経済における製造業の位置づけ、主要国との比較     

      ～主要国の国内総生産における製造業のシェアの推移～  

 

－ 製造業の割合が低下する日本、アメリカ、ドイツ  － 

 

主要国の国内総生産のうち製造業が占める割合をみると、日本は、平成２０年

は２０.６％と、昭和４５年の３５ .２％に比べ１４ .６ポイント低下しています。 

また、アメリカとドイツも、日本と同様に平成２０年の割合は昭和４５年に比べて

低下しています。 

一方、中国と韓国をみると、中国は平成２０年に４２ .８％と、昭和４５年の３６ .５％

に比べ６ .３ポイント上昇し、韓国も平成２０年に２７ .６％と、昭和４５年の１７ .４％に

比べ１０.２ポイント上昇しています。 

 

 

主要国の国内総生産における  

製造業の割合の推移  

 

資料出所：National Accounts Main Aggregates Database  （United Nations Statistics Division） 

※平 成２ ２ 年８ 月 時点  

 

35.2 

24.4 

35.1 
36.5 

17.4 

20.6 

13.0 

23.4 

42.8 

27.6 

0

10

20

30

40

50

日本 アメリカ ドイツ 中国 韓国

昭和45年 平成20年

（％）



 

我が国経済における製造業の位置づけ、主要国との比較  

 

 我が国経  

～我が国の製造業現地法人数の推移～  

 

－ 製造業現地法人数は増加傾向  － 

 

製造業現地法人数を海外事業活動基本調査により、平成１０年から５年毎にみ

ると、平成１０年は６４０５法人、平成１５年は７１２７法人、平成２０年は８１４７法人

と増加傾向となっています。産業別にみると、平成１０年、１５年は電気機械が一番

多くなっています。平成２０年は、電気機械を抜いて輸送用機械が一番多くなって

います。 

 

 

製造業現地法人数の推移  

 

（注）電気機械には情報通信機械が、一般機械にははん用機械、生産用機械、業務用機械が含ま

れています。  

 

資料出所：海外事業活動基本調査   
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